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令和８年度は、「菜の花コミュニティプラン２０２７」（令和６年度～９年度）の３年目

として、６つの基本目標の実現に向けて次の事業を重点的に実施します。 

 

【基本目標１】地域福祉の基盤強化 

○ 市町村社会福祉協議会との関係性をさらに強化 

するとともに、住民主体の理念に基づく地域づく 

りを推進するため、地域福祉推進の仕組みづくり、 

生きがいや健康づくり、関係機関・団体等との連 

携・協働の基盤づくり、社協価値の向上などの取 

組みを積極的に展開します。 

 

【基本目標２】生活支援・権利擁護機能の強化 

○ 生活困窮世帯の自立を促進するため、市町村社会 

福祉協議会をはじめ、関係機関等との緊密な連携の 

もと、生活福祉資金等各種貸付事業を実施します。 

特に、緊急小口資金等特例貸付については、償還に 

も免除にも至らず償還が困難な状況となっている借 

受人への支援を市町村社協等と連携して居住状況や 

生活状況等の把握に努め、適正な債権管理を行いま 

す。また、借受世帯への生活支援の体制を整備・維 

持し、適切な支援を行います。 

 

○ 日常生活自立支援事業の事務負担の軽減や支援の 

効率化を図るため、新たにＩＣＴの導入の検討を進 

めるほか、不正防止の観点を踏まえた上で業務全般 

の見直し等を行い、より効率的かつ安定的な運営体 

制の構築を目指します。 

 

○ 福祉サービスに係る事業者段階での苦情解決体制 

の構築を進めるため、研修会や巡回サポート等を通 

じて第三者委員の設置や苦情対応窓口の明確化を促 

進し、事業者主体の苦情解決体制が適切に行われる 

よう支援します。 

 

● 令和８年度の重点事業について 

 

 
   福祉教育研究大会の様子 
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【基本目標３】大規模災害に備えた基盤強化 

○ 今後の災害時の迅速な支援活動に資するため、新 

たに導入したＩＣＴを活用し、県及び市町村災害ボ 

ランティアセンター運営スタッフに対する研修等を 

通じて人材育成を進めるとともに、市町村災害ボラ 

ンティアセンター運営体制の整備に取り組みます。 

千葉県災害福祉支援ネッワーク協議会事務局を千 

葉県と担い千葉県災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ） 

の人材育成や広報活動に取り組みます。さらに、県 

域の災害支援の連携を図るとともに都道府県社協間 

の支援等を進める「災害福祉支援センター」の設置 

について部局横断により検討します。 

 

【基本目標４】福祉サービス事業者への支援強化 

○ 質の高い福祉サービスを提供する上で、福祉・ 

 介護人材の専門能力の向上は重要であることから、 

社会福祉行政職員や社会福祉施設等職員等に対し 

て時宜にかなった多様な研修等の実施、職員のキ 

ャリア形成に必要な能力開発の機会を提供し、職 

員のモチベーション向上と職場定着を図ります。 

また、千葉県社会福祉法人経営者協議会等の業 

種別協議会と連携して研修会の開催等に取り組み 

ます。 

 

【基本目標５】福祉人材の確保・定着・育成への取組強化 

○ 今後、生産年齢人口が減少していく中、福祉・ 

介護・保育分野における人材確保が一段と厳し 

くなることが想定されることから、福祉人材セ 

ンター、保育士・保育所支援センター、外国人 

介護人材支援センター、福祉人材確保に資する 

貸付事業を一体的に推進し、人材確保・定着へ 

の取組みを強化します。 

 

【基本目標６】ガバナンスの強化 

○ 経営組織のガバナンスの確立に継続的に取り 

 組むとともに、働きやすい職場環境の構築に取 

り組みます。また、安定した組織運営、事業執 

行を確保するための人材確保・育成計画を推進 

し、コンプライアンスを意識したマネジメント 

能力の高い職員の育成、ＤＸ環境の整備、ＩＣ 

Ｔの導入・活用による事務の効率化を図ります。 

DWAT実動訓練 

（於 九都県市合同防災訓練） 

 

 

 

               

          
    

        

           
       
        

        

         
           

        

        
       

        

         
             

        

       
  

                  

新人（新任）職員福祉入門講座 

就職相談会 

【お問い合わせ先：総務班 Tel 043-245-1101】 
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5月 25日～26日、千葉県社会福祉センターで、県内市町村社協の新任職員を対象とした

研修会を開催しました（参加者：初日 60名、2日目 50名）。 

初日は、社会福祉協議会の歴史や役割、生活福祉資金貸付事業、日常生活自立支援事業

等の業務について説明を行いました。また、グループワークでは災害ボランティアセンタ

ーの立ち上げについて体験しました。限られた人数や資源で災害ボランティアセンターを

運営していく難しさ、臨機応変な対応が必要なこと等を理解してもらいました。 

2日目は、県内市町村社協の先輩職員 4名（木更津市・船橋市・館山市・柏市）に、担当

業務や大切にしている思い、やりがい等について発表していただきました。グループワー

クでは、今後目指す社協職員像について考えるとともに、住民に社協の仕事を理解しても

らうための「社協のキャッチフレーズ」を考えて発表してもらいました。 

本研修を通じて社協に関する基礎知識の習得と、新任職員の仲間づくりに繋げることが

できました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、休業や失業等により日常生活の維持が困難と

なっている世帯を対象に、令和 2 年 3 月 25 日から令和 4 年 9 月末までの申請分を受け付

け、千葉県では緊急小口資金及び総合支援資金（初回・延長・再貸付）を計 119,910 件、

金額にして 43,745,046,400円の貸付を行いました。 

その後、厚生労働省より令和 4 年 10 月 28 日付事務連絡「緊急小口資金等の特例貸付の

借受人へのフォローアップ支援について」が発出され、償還免除者や未応答者、償還が困

難な方等、フォローアップ支援の実施について通知されました。 

千葉県でも現在フォローアップ支援に注力しており、訪問対応体制が十分整えられない

市町村社協には県社協から職員を派遣し、同行訪問の支援を行っています。 

昨年度は延べ 25回の同行訪問を実施しましたが、今年度は既に延べ 12回実施し、15名

の借受人の方と直接お会いしました。償還したくても具体的な方法がわからないという方

には、その場で口座引き落としの設定を行ったり、判定年度別免除の要件を満たす非課税

の状況が確認できた方には、非課税の免除申請を勧めることができました。 

定期的に残額のお知らせや免除要件のお知らせは行っているものの、制度が複雑なこと

もあり、借受人自身もどうすれば良いかわからないケースが多々あるため、戸別訪問を通

し、実際に会って話すことで、より状況に即した対応が行えることを実感しました。今後

も不在者には不在票を残すなど戸別訪問を継続しながら適切な債権管理に努めていきます。 

● 千葉県市町村社会福祉協議会 新任職員研修会を開催 

 

 

 

 

 

 

● コロナ特例貸付借受人宅訪問同行について 

市町村社協の先輩からエール 災害ボラセン立ち上げ体験 キャッチフレーズを考える 

【お問い合わせ先：地域福祉推進班 Tel 043-245-1102】 

【お問い合わせ先：特例貸付債権管理班 Tel 043-245-1563】 
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6 月 2 日、ホテルポートプラザちばで、本会が事務局を務める千葉県社会福祉法人経営

者協議会の総会と経営者セミナーが開催され、会員 231 法人（監事 2 法人除く）のうち、

35法人（委任状を含めて 160法人）が参加されました。総会では令和７年度の事業報告と

決算、令和 8年度の事業計画と予算の案が諮られ全て承認されました。 

 続く経営者セミナーでは、宮本太郎氏（中央大学法学部教授／地域共生社会の在り方検

討会議座長）を迎え、『2040年を見据えた「地域共生社会」と社会福祉法人』と題してご講

義をいただきました。宮本教授からは「頼れる身寄りのない高齢者等の支援の必要性」、「重

層的支援体制整備事業の‘相談支援，‘参加支援，‘地域づくり支援，を社会福祉法人が取

り組むこと」、「既存事業の発展（保育士が子どもの家族から介護等の相談を受けて制度・

サービスに繋ぐ等）」、「若い世代が働きたいと思う社会福祉法人になるために必要な ICT・

AIの導入」等、社会福祉法人に必要な取り組みについて多くの示唆をいただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「福祉のしごと魅力発見事業」は、県内の福祉教養科及び普通科（福祉コース）設置校

の生徒に対して、地域の福祉事業所等が仕事内容や魅力を説明し、生徒の就労意欲を高め

て将来の就職へ繋げることを目指すものです。本事業は今年度初めてモデル的に実施する

ことになり、5月 21日に県立松戸向陽高校にて、第 2・3学年の生徒 69名、高齢・障害・

児童の福祉事業所 14ヶ所が参加して開催しました。 

生徒からは「就職後のイメージが掴めた」、「高齢者福祉以外にも障害者への福祉につい

て興味がわいた」、「施設の仕事は楽しくて定時で帰れて良いと思った」等の声が聞かれま

した。福祉事業所等からは「高校生と話せる貴重な機会になった」、「もっと施設見学、職

場体験の受入れをしたい」、「生徒の意見を実習等に活かしたい」等の声が聞かれました。 

千葉県によると、2040 年度に必要な介護職員は約 12 万 8 千人で、約 2 万 8 千人が不足

すると推測されておりますので、今後も人材確保や定着に向けて必要な事業を展開してい

きます。 

 

 

 

 

 

 

総会 セミナー講師 宮本教授 セミナーの質疑応答 

● 令和８年度千葉県社会福祉法人経営者協議会総会・経営者セミナーを開催 

 

 

 

 

 

生徒からの質問の様子 

● 県立高校生（福祉系）を対象とした「福祉のしごと魅力発見事業」を実施 

説明会の様子 

【お問い合わせ先：千葉県経営協事務局 Tel 043-245-1104】 

 

【お問い合わせ先：福祉人材センター Tel 043-306-1277】 

 

本ニュースは、本会理事・監事・評議員、政策調整委員会委員、県内市町村社協、賛助会員へ送付しています        


